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関税という新たな課題への対応
中国製品に対する関税についての話は、米国では 2018 年
初頭に最も盛んに行われていた。小売業者や消費財メー
カーからは、これは現実の話ではなく、ただのブラフなの
ではという疑念の声も上がったが、結局、それは現実であ
ることが明らかになった。第一弾の関税はすでに劇的に上
昇しており、今年、さらなる関税の導入が予定されている。

2019 年 9 月 12 日現在、米国政府は 2,500 億米ドル相当
の中国製品に 25% の関税を課しており、2019 年 10 月
15 日付でさらに 30% に引き上げると発表している。1 残
る 3,000 億米ドル相当の中国製品については、その一部
に 9 月 1 日付で 15% の関税が課されており、他の輸入品
についても同様の関税が 12 月 15 日付で課されると発表
された。2 次の展開については、憶測が飛び交っている。

懸命な米国の小売業者や消費財メーカーは、関税引き上げ
の影響を軽減する方法を見いだしつつある。サプライヤー
との交渉の結果、中国に拠点を置くメーカーが、コストに
占める関税のうち、相当な割合を負担する意思があること
が判明した。米国企業は、自社の価値提案の中心にない商
品について価格引き上げを行うことで、巧妙に販売価格を
低く抑えるための投資を行っている。また米国企業とその
サプライヤーは、米中貿易の維持が困難になった場合に備
えて、緊急時の対応の策定を急いでいる。

消費者はどの程度、コストを 
負担してくれるのか
米国経済は好調であり、成長は着実で、失業率は低く、正
常値を超える消費者価格のインフレはほとんど起こってい
ない **。3 インフレ率があまりにも低いため、米国連邦準
備制度理事会は今年に入って金利を引き下げた。これはイ
ンフレを引き起こす動きである。4 国内総生産（GDP）の
伸びは健全であり、5 過去 20 年と比較して米国消費者物価
指数（CPI）は低い。これは今後さらに低下することも考
えられる（図 1 参照）。米国の消費者信頼感は、当初、貿
易の緊張によって低下した後、2019 年 7 月に回復した。6

**2019 年 8 月時点の状況

企業は、世界貿易の将来に 
対する期待が、予想以上に 
楽観的過ぎたり、また逆に 
悲観的過ぎたりした場合の影響も 
考慮しながら、サプライチェーンを 
再考すべきである。

中国製品への高い関税は、 
今後さらに上昇するだろう *
小売業者と消費財メーカーは、米国の消費者を商品の大幅

な価格上昇から守る方法を見いだし続けてきた。

企業は自社の価値提案の核となる 
領域において、スマート・プライシング 
戦略をもって、シェアを守りつつ 
拡大していく必要がある

「スマート・プライシング」とは、価格に対する反応が比

較的低い商品のマージンを増やしつつ、他の商品のマージ

ンは変えずにおくことで、顧客にとって最も重要な部分に

おいて値下げを行うことを指す。

ビジネスを守り、サプライヤーとの 
関係を育み、守るために
このような不確実性の高い時代においては、サプライヤー

とより良い関係を築くことが不可欠である。そのためには、

より緊密にコミュニケーションを取り、状況を緩和するた

めの策や緊急時の対応を共同で策定する必要がある。

*2019 年 9 月時点の予測

論点
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自社よりも関税の影響が 
小さい競合他社や、顧客への 
投資意欲が高い競合他社について
考慮することなく、関税を 
顧客に転嫁するのは誤りである。

米国経済全体は、関税の影響をほとんど受けていないよう
に見えるが、一部の経済指標には悪影響を示す兆候が現れ
ている。7

しかしサプライヤーは、自社のコストに関税が及ぼす影
響を、平均で 2 倍近く過大に評価している。8 サプライヤー
の中には、極端な場合、小売業者が関税と同じ割合で価
格を引き上げると考えているところもある。しかし、関
税が 25% だからといって、消費者価格が 25% 上昇する
わけではなく、むしろ逆である。例えば、中国メーカー
の商品を輸入する米国のサプライヤーから、小売業者が
商品を購入する場合、25% の関税はサプライヤーにとっ
てのコストアップであるが、そのまま小売販売価格が引
き上げられるわけではない。中国の通貨安に加えて、補
助金やリベート制度もあるため、消費者価格への影響は
さらに小さくなる。

図 1
米国消費者物価指数、20 年間の 12 カ月変化率
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例えば、消費者価格が 10 米ドルで、小売業者の粗利が
30%、サプライヤーの粗利が 40% の商品があるとする。
この場合、25% の輸入関税は、中国を拠点とする製造業
者にサプライヤーが支払う 4.20 米ドルに適用される。こ
れが最終的に消費者価格に転嫁されると、10 ドルの店頭
価格は 11.05 米ドルとなり、値上がり率は 10.5% となる

（以下に図示）。

出典：米国労働統計局

関税なし 関税 25%

消費者価格 $10.00 $11.05

小売業者の粗利 
（30%）

$3.00

小売業者のコスト $7.00

サプライヤーの粗利 
（40%）

$2.80

サプライヤーのコスト $4.20 $5.25 +$1.05

しかし、これには続きがある。

食品およびエネルギーを除く全商品
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顧客主導の関税戦略
2018 年 3 月、米中貿易戦争が進行中で公式に一斉攻撃が
初めて行われた直後、中国の通貨は、1 ドル = 6.30 元で
取引されていた。しかし、4 カ月も経たないうちに、元は
1 ドル = 6.70 元を突破、6% 下落した。Goldman Sachs
は、人民元が 12 カ月で 7.05 元という、過去 10 年なかっ
た低水準に達するという見通しを発表したが、その時点で
すでに予想を上回っていた。そのため、この見解について
は、今後、見直しが必要となるだろう。11

現在の為替レートは、1 ドル = 7 元である。中国から商品
を輸入する際に、元で価格設定された商品をドルで購入
する場合、1 ドル = 6.30 元のときと比べると、ちょうど
10% 安くなっている。つまり、以前は 10 米ドルで輸入
していた製品が、現在は 9 米ドルで輸入できるというこ
とだ。

これを、店頭価格が 10 米ドル、中国メーカーのコストが
4.20 米ドルである商品に当てはめてみよう。通貨の下落
によってコストは 3.78 米ドルまで下がる。一方 25% の
関税が課されることで、コストは 4.73 米ドルに上昇する。
これが米国の消費者価格にそのまま転嫁されると、10.53
米ドルとなる。製品価格は 25% の関税によって 10.5%
上昇するはずだった。しかし以下の表に示すように、この
ケースでは通貨下落の影響も加わって、上昇率はわずか
5.3% にとどまっている。この例からも分かるように、さ
らなる関税の引き上げによって、最終的な商品価格がさら
に下がったとしても不思議ではない。

中国政府は報復関税の 
新たなラウンドを発表

2019 年 8 月 23 日、中国は米国からの輸入品、総
額 750 億米ドル相当に対して、新たな関税を課す
と発表した。9 2019 年 9 月 1 日から、税率は 5%
から 10% の範囲で、対象となるのは大豆、コーヒー、
ウイスキー、海産物、原油などの 5,078 品目であ
る。また中国財政部は、米国から輸入する自動車に
対して 25%、また自動車部品に対して 5% の関税
を、2019 年 12 月 15 日から再開することを計画
している。10

小売業者とブランドが 
関税という壁を乗り越え、 
成功する方法

	– 自社のバリュー・プロポジションの中心となって
いる商品の競争力を高めることで、消費者の価格
の認知度を改善する

	– より強く関税の影響を受けている競合他社から、
シェアを獲得する

	– 価格の引き上げは、バリュー・プロポジションの
中心から外れた、周辺分野の商品に制限する

	– 関税の影響を軽減する必要性の少ないビジネス分
野のコストを削減し、影響軽減の必要性が高い商
品のコストに充当する

関税 
なし

人民元が
10% 下落

人民元が
10% 下落、

関税は 25%

消費者価格 $10.00 $10.53

小売業者の 
粗利 

（30%）

$3.00

小売業者の 
コスト

$7.00

サプライヤー
の粗利 

（40%）

$2.80

サプライヤーの
コスト

$4.20 $3.78 $4.73 +$.53
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米国のバイヤーに対する中国製品のコスト引き下げ要因
としては、通貨下落はもとより、製造コストを削減し、生
産者の税負担を軽減するプログラムも挙げられるだろう。
このプログラムも政府の他のプログラムも、中国に拠点
を置く製造業者、米国の輸入業者、そして消費者を、関
税から守る盾となっている。製品構成によっては、小売
業者が関税コストの一部を負担せずに済むよう交渉でき
る場合もあるが、サプライヤーを活用したり、製品の調
達先を迅速に変更したりするためのリソースや柔軟性を
持たない小売業者は、超過コストを顧客に転嫁せざるを
得ない可能性がある。

関税について、交渉によって軽減できない部分がある場合
は、価格を上げるか販売量を増やす、また価格競争力のあ
るサプライヤーを非関税国で探すことなどで、関税分を補
える。大規模小売チェーンではこれら 3 つの施策をすべ
て行うべきだが、実施には熟考を要する。関税によって価
格の適性化が行われる場合、個々の商品の価格上昇は 1%
から 8% であることが分かっている。12 この数字を元に考
えると、米国の小売業者で取扱品目の 20% を中国から輸
入している場合は、そのうち約 30% について平均 4% 程
度、価格の引き上げが必要となる。

レジリエンシーの必要性が 
関税により明らかに
カスタマー・ファーストを掲げる米国の小売業者や消費財
メーカーは、関税の影響を小さくするために、あらゆる手
段を講じる必要がある。関税の可能性と脅威は、当面の
間、グローバル経済と地政学的状況において重要な特徴で
あり続ける可能性が高い。現在の米中貿易戦争下における
不確実性からは、レジリエンシーと俊敏性に富んだサプラ
イチェーンの構築、価格戦略の必要性、そしてそれらに対
する備えが必要であることがはっきりしている。

米国と中国はどちらも、以下を実践することで、未知の問
題に備えることができるだろう。

	– 意識の向上。政府の発表とメディアの報道を監視し、予
測する。

	– 先手を打つ。対立緩和に向けた両国政府への働きかけを
継続する。製品の生産国を多様化する。国内の供給を増
やす。

	– サプライヤーの維持管理。サプライヤーとの緊密な関係
を維持する。関税の影響軽減を目的としたサプライヤー
の取り組みを追跡する。変化に迅速に対応できる、緊急
時の計画を策定する。

現在、企業はこれまで以上に、地政学的状況を注視し、幅
広くさまざまなシナリオを想定して準備する必要がある。
ディフェンス、オフェンスのどちらでも行動できるよう、
態勢を整えておかなくてはならない。現代の企業は、消費
者や市場の最新動向を詳細に調査するだけでなく、世界規
模で展開している政府間の貿易上の軋轢や新たな協定を、
リアルタイムで追わなければならない。

現在の米中間の一進一退の攻防の中で、競合他社は、中国
に関連する輸出入はもちろん、中国を拠点とする企業が関
わる事業の割合に応じて、多かれ少なかれ地政学的リスク
にさらされている。そのため企業は、競合他社のサプライ
チェーンにおける強みと弱みを明確に理解し、自社のサプ
ライチェーンと照らし合わせる必要がある。

また、将来に対する予想が楽観的過ぎたり、逆に悲観的過
ぎたりした場合にどのような影響があるのか、企業はその
影響が及ぶ範囲を十分に考慮して、情報を慎重に検討し、
行動を選択する必要がある（図 2 参照）。小売業者と消費
財メーカーは、軍事計画と同様に、考え得るすべてのシナ
リオにおいて、何が「悔いのないアクション」なのか、ま
たそれぞれのシナリオが現実になった場合にどう対応すべ
きなのかを把握しておく必要がある。加えて、その計画を
大胆かつ迅速に実行する準備も必要である。

状況の注視、計画立案、必要な対応の調整に責任を持つ担
当者や事業所の任命も、不確実な事態における後悔しない
アクションの 1 つである。計画の立案には、問題のある
シナリオをモデル化したり、必要となる前に緊急時の対応
を明確にし、テストを実施したりすることが含まれる。緊
急時の対応が発動された場合には、対応の管理は一元的に
行い、明確な指示を上層部から出すべきである。
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競合企業は、多かれ少なかれ、 
自国以外での事業割合に 
応じて地政学的なリスクに 
さらされている。

関税に対応する十分な準備は 
できているか

	– 中国に拠点を置く企業から、直接的、あるいは間接的に
仕入れる製品の総コストは、サプライヤーや品目ごとに
どの程度あるか。

	– 顧客に価値を提案する、その中心にある品目において、
関税圧力にさらされているものについては、価格の認識
を管理するために、どのような戦略をとっているか。

	– サプライヤーからの関税関連コスト引き上げ要求を拒否
することにおいて、競合他社と比較してどの程度成功し
ているか。こうした要求を管理し、また将来の関税引き
上げリスクに事前に対応するために、どのようなプログ
ラムを実施しているか。

 

図 2
小売業者が考える関税の将来予測と、予測に対する合理的な判断に基づく行動、実際の関税の動きから生じるそれぞれの結果

実際の関税の動きと、それによるそれぞれの結果

関税の 
将来予測

合理的な行動 上昇 変わらず 低下

上昇 –	関税引き上げに先立つ在庫の備蓄
–	中国以外の国への、サプライチェーンの移転
–	早期に利ざやを獲得するため、可能な部分で 

価格を引き上げる
–	サプライヤーのコスト増加を先延ばしにする

仕入れを先行するこ
とで、コスト節減を
達成

同じコストで過剰在
庫が発生

高い関税水準での過
剰在庫が発生し、サ
プライチェーンが混
乱

変わらず –	発注規模を一定に保つ
–	可能な部分で、価格の引き上げを続ける
–	現状の関税水準に基づいて、サプライヤーとの

交渉を継続する

低い関税での先行的
な仕入れによる、機
会費用の発生

同じコストで適切な
在庫を確保

通常の発注規模のま
ま、コストが増加

低下 –	関税が撤廃されるまで発注を一時停止し、 
減少した在庫の補充は行わない

–	関税が撤廃されるまで、一時的なコストの 
増加を容認する

–	市場シェアを獲得するため、価格を低く抑える

在庫が不足し、関税
水準の上昇により、
コスト上昇が発生

在庫不足だが、追加
費用は発生せず

在庫不足だが、関税
を回避することでコ
ストは節減

貿易戦争を生き抜くには
その定義と慣例、両方の意味において、関税は、経済的に
弱い分野を、自国より発展した海外の競合他社から保護す
るために、政府によって利用されてきた。13 しかし関税政
策は、単なる経済保護主義というよりも、地政学的なパワー
バランスに関する問題と結びついている。より大きな地政
学的な状況を見ていない米国企業は、国境を越えたリスク
管理の見直しが十分であるとは言えない。

通貨リスクは、グローバル企業が長きにわたって注視して
きたテーマである。経済的な不均衡の是正にとどまらず、
地政学的な問題に対処する手段として貿易障壁が利用され
ることは、業界が継続的に管理しなければならない新たな
リスクである。

出典：IBMによる分析
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